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代表取締役　中林克憲

貸    借    対    照    表

(単位：円)

科 目 金        額 科 目 金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

5,247,625,041 1,674,209,445

現 金 及 び 預 金 1,692,600 工 事 未 払 金 526,662,148

完 成 工 事 未 収 入 金 955,565,689 リ ー ス 債 務 13,078,481

未 成 工 事 支 出 金 62,801,257 未 払 金 11,562,706

材 料 貯 蔵 品 831,960 未 払 費 用 338,405,391

前 払 費 用 6,607,709 未 成 工 事 受 入 金 255,900,469

預 け 金 4,167,194,476 預 り 金 18,354,086

未 収 入 金 49,351,439 未 払 消 費 税 等 77,121,800

そ の 他 の 流 動 資 産 3,612,911 未 払 法 人 税 等 226,010,900

貸 倒 引 当 金 -33,000 賞 与 引 当 金 193,000,000

役 員 賞 与 引 当 金 3,000,000

完 成 工 事 補 償 引 当 金 11,113,464

57,458,310

リ ー ス 債 務 22,900,937

571,127,832 長 期 未 払 金 19,789,123

196,795,935 退 職 給 付 引 当 金 14,768,250

建 物 137,454,567

構 築 物 6,980,680

工 具 器 具 備 品 16,381,270

リ ー ス 資 産 35,979,418

負 債 合 計 1,731,667,755

（ 純 資 産 の 部 ）

4,087,085,118

1,173,135 50,000,000

施 設 利 用 権 857,685

ソ フ ト ウ ェ ア 315,450 －

資 本 準 備 金

373,158,762

長 期 前 払 費 用 893,923 4,037,085,118

繰 延 税 金 資 産 73,007,000 利 益 準 備 金 12,500,000

敷 金 及 び 保 証 金 23,872,070 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,024,585,118

前 払 年 金 費 用 275,385,769 繰 越 利 益 剰 余 金 4,024,585,118

（ 内 当 期 純 利 益 ） (719,302,572)

純 資 産 合 計 4,087,085,118

資 産 合 計 5,818,752,873 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,818,752,873
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1 . 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1) 棚卸資産の評価の方法
・販売用建物 総平均法に基づく原価法
・販売用土地 個別法に基づく低価法
・未成販売用土地 個別法に基づく低価法
・材料貯蔵品 総平均法の基づく原価法
貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2) 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産 定額法を採用している。
・無形固定資産
　　

・リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　

3) 引当金の計上基準
・貸倒引当金

・賞与引当金

・役員賞与引当金
・完成工事補償引当金

・退職給付引当金

4) 収益及び費用の計上基準
・商品及び製品等の販売に係る収益

・工事契約に係る収益

・サービス及びその他の販売に係る収益

5) リース取引の処理方法

6) 消費税等の会計処理

7) グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用している。

『 個 別 注 記 表  』

セキスイファミエス中四国株式会社　　

定額法を採用している。自社利用のソフトウェアについては社内における見込
利用可能期限（6年）に基づいている。

債権の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については、貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上している。

従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の支給に充てる為、期末
(*)直前支給額を基礎とした見積額を計上している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によっている。

資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の期間費用としている。

役員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額に基づき計上している。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

ユニット住宅の保証期間中の無料補修に備える為、過去2年の実績率により
計上している。
従業員退職金及び役員退職慰労の支給に充てる為、従業員分については当
期末（*）における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、また、役員
分については内規に基づき計算された金額の全額を計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末迄の期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。数理計算上の差
異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理してい
る。
(*)中間決算時は、期末→上半期末に読み替える

商品等の販売は主に、住宅関連設備や部材等の販売である。これらの商品等の販売は、引渡時点において顧客
が当該商品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識している。

工事契約は主に、リフォーム等の請負契約の工事を行う義務である。これらの工事契約は、当社の義務の履行に
より資産が創出されるに従い、顧客が当該資産を支配する事から、当該履行義務は一定期間にわたり充足される
履行義務であり、契約による工事の進捗に応じて充足される為、工事の進捗度に応じて収益を計上している。な
お、履行義務の充足に係る進捗率の見積の方法は、主として発生原価係に基づくインプット法によっている。
ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合に
は、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している。

サービス及びその他の販売は主に、住生活サービス事業等や商品の販売に関連した保守サービス等である。履
行義務が一時点で充足される場合にはサービス提供完了時点において、一定期間にわたり充足される場合には
サービス提供期間にわたり定額で、又は進捗度に応じて収益を認識している。


